
127

〈研究 ノー ト〉

相互依存論の可能性:

現実主義パラダイムと相互依存

小 出 稔
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結 語

は じめに

国際関係論分野における相互依存論研究は1960年 代末に始 まる。その始 まり

は、国際関係論の理論研究において長 く主流 をなしてきたいわゆる現実主義パ

ラダイムが、現実の国際関係の分析において十分な説明をもたらし得ないので

はないかとい う認識の高まりと軌 を一にする。 この時期には、1960年 代後半以

来のベ トナム戦争の本格化に伴い、米国経済、なかんず く国際的基軸通貨であ

る米 ドルの信用が失墜 し、1972年 に米政府が米 ドルの金党換を停止するに及ん

で、戦後の国際経済の拡大を支えてきたGATT-IMF体 制が大きな変容を迫 ら

れていた。 さらに、1973年 の第四次中東戦争勃発を契機に、OPECが 石油資源

を戦略的にコン トロールして、イスラエル支持陣営 に対する圧力をかけると、

石油の国際価格の急上昇 とともに第一次石油ショックが起 こり、従来米国 との

つなが りからイスラエル寄 りであった西側非産油諸国は一斉にアラブ陣営支持

を表明するにいたった。露骨な米国政府か らの桐喝とも言える圧力にもかかわ

らず、当時の 日本政府がアラブ支持を表明 し、いわゆる 「油乞い外交」に走っ

たのは、その端的な例であった。1}

米 ドルの金免換性 を基軸 とした戦後GATT-IMF体 制の崩壊 と、中東産油国

が石油 という戦略的資源を武器に戦後国際政治経済体制を揺 さぶった第一次オ
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イルショックは、軍事力を国家のパワーの最も重要な源泉 と見なす現実主義パ

ラダイムを見直す契機 となった。特に、米国の外交政策担当者 と国際政治研究

者の間で、国際経済活動の拡大に伴 う各国経済の相互依存の急速な深 まりと、

そのような相互依存状態が米国に敵意をもつ国家により米国の国益に反する形

で利用 され ることの可能性、そしてそのような可能性に対処するために相互依

存を深めた国際経済をコン トロールする体制 を米国の リーダージップのもとに

築 く必要性が認識されるに至った。このような政策的要請に理論的な根拠を提

供 しようとする時、従来の現実主義パラダイムでは、依然 として圧倒的な軍窮

力を有するにもかかわらず、米国の覇権的地位が揺 らぎ始めた現象を、十分に

説明することが困難であった。z)

K.J.Holstiに よれば、国際関係研究における現実主義パラダイムは以下の3

点の前提を基礎 として成立する。すなわち、(1)国 家を最重要な分析対象 と見

なし、(2)戦 争、または武力紛争の原因追究をその主要な関心衷項 として設定

し、さらに(3)主 権国家 をこえる政治的な権威 ・権力主体が存在 しない とい う

意味で、主権国家体制の無政府性を前提 とした国際関係研究のアプローチが、

現実主義パ ラダイムとして まとめられている。3)このような現実主義パラダイム

が主流 となった結果、戦後国際関係の理論研究 は、非国家主体の働きを無視す

るという程度にまで国家中心的な国際社会のイメージの下で、国家の安全保障

の確保に関わる戦略的問題 を分析することに主要な関心が集ま り続けてきた。

また、国際社会のイメージでは、単なる無政府性を超えて、常に競争的な側面

が、国家間関係において強調されるに至った。

第二次世界大戦後の戦後復興は時間を要 し、1950年 代か ら60年 代にかけて、

米ソそれぞれの陣営内で他の同盟諸国が経済的復興 と発展を遂げても、実質的

に世界政治に決定的な影響力を持つのは米 ソの二大超大国のみであった。同時

に進んだ米ソ間の核兵器開発競争は、米ソ間の関係において軍事力の持っ意味

を急速に高めた。 さらに、米ソ間のイデオロギー的対立 は、米 ソニ大陣営の関

係を、究極的に妥協不可能な関係 として描写 した。 このような国際政治状況に

おいては、先に述べた現実主義パ ラダイムは、文字通 り現実の国際政治を説明

し、 さら1こ米国の外交政策 を指導するガイ ドラインとして機能 した。4)

しかしなが ら、皮肉にも、冷戦下の米国陣営 に属 した西ヨーロッパ諸国と日
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本が、戦後の経済復興を超えて高度成長を成 し遂 げる60年 代後半になると、国

際政治システムは単純な二極体制か ら、国家が相互に依存 した複雑な体制へと

変容を始める。70年 代 には、アジアの四つの龍 と呼ばれた韓国、台湾、香港、

シンガポールが、輸入代替ではな く輸出主導の開発戦略で成功 し、更 にそのよ

うな開発パターンを東南アジア諸国、そ して中国が続 こうとするに至 る。 これ

らの国 ・地域の輸出主導型の開発戦略は、必然的に国家間の経済的相互依存関

係を世界規模で深めることになった。5)

このような背景の もとで、国際関係研究における相互依存論は、現実主義パ

ラダイムの不足や欠点を批判的に検証 しつつ発展す ることになった。国際関係

の分析枠組みとしての現実主義パ ラダイムの不足や欠点は多岐に及び、その批

判の産物 として発展 した相互依存 という概念 も、結果的に国際関係におけるあ

りとあらゆる現象を包含 し意味してい くことになる。1980年 代には、論者によっ

て異なる意味で相互依存は使われるようにな り、相互依存 という概念は、ある

意味で、国家間で生起するすべての現象を説明 しうるほど、拡散 した概念になっ

て しまった。 しか しなが ら、この小論では、相互依存論研究の源に立ち返 り、

現実主義パ ラダイムの不足や欠点を克服 しようとする試 みとして相互依存論研

究を捉える。この ような視点からみると、相互依存研究の目的 としたところは

次の三点に要約で きる。

(D主 権国家が併存する国際社会において、多国籍企業のような非国家主体

も重要なアクターとして捉え、それ らの非国家主体がどのような役割 と

機能を果た しているのか検証する。さらに、国家間関係を規定 してきた

パワーの概念 を拡大 して捉えなお し、新たな国家間関係、国家 と非国家

主体の間の関係、そして非国家主体同士の間の関係の特徴を研究する。

(2)国 家 と非国家主体の相互作用によって国際社会がいかに変化 したのかを

分析す る

(3)さ らに、このように変容 した国際社会 というシステムが、国家や非国家

主体の行動 をどのように変化 させるのかを考察する。

(1)の 問題意識 は、主に相互依存 という概念 その ものを追求する研究活動 に
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っながる。さらに、相互依存概念の構築は、相互依存の国際社会の中で活動す

る国家 と非国家主体は、 どのような政策手段を用いることになるのかとい う問

いを通 じて、パ ワーの概念の拡大をもた らす。(2)の 分析は、主に相互依存の

程度が深まっているか否か という問題 を扱 うことになる。すなわち、 この分析

においては、相互依存を概念化 ・操作化 して、関連データを収集 し、相互依存

の程度を測定するという方法論上の問題が重要なテーマとなる。最後に(3)の

問題意識では、果た して国際社会における相互依存の深 まりは、アクター間の

協調や紛争の平和的解決を促進す るのかどうか という相互依存のもた らす影響

について考察を加えることになる。 もちろん、すべての相互依存に関する研究

が、上にあげた三つの問いに同時に答えようとしているわけではない。 しかし

なが ら、上の三つの問いは相互に関連 しあってお り、一つの問いに答えようと

するならば、他の二つの問いに対 して も何 らかの一貫 した考察が必要になる。

その意味で、これ ら三つの問いに対 してどのような回答をもた らしているかを

見 ることで、過去の相互依存研究の成果を整理 し、その発展を跡付けることが

可能 となる。以下では、相互依存 に関する研究を、その提示する相互依存の概

念に従って四つの類型に分け、それぞれの類型における代表的な研究成果を紹

介 しつつ比較 し、 レジーム理論や多国間主義の研究へ とつながる相互依存論の

発展過程を振 り返る。

相互依存の四つの類型

(1)国 境 を越えた繋が り(interconnectedness)と しての相互依存

相互依存はまず、国境を越えた国家間のつながり(interconnectedness)と

して認識 され、そのようなつなが りは貿易や国際投資等の国境を超 える経済的

取引量や、国境を越えて往来する人の数、そして国境を越えて人々の間でなさ

れる通信量等によって測定されると考えられた。KarlDeutschは 、相互依存理

論の研究者 というよりも、1950年 代後半か ら60年代 にかけて発展 した地域統合

論研究の第一人者 として有名であるが、彼の提示 した地域統合を示す尺度が、

まさにinterconnectednessと いう概念であり、結果的に、1970年 代の多 くの相

互依存の研究が、 このDeutschの 議論 を批判的に検証 しつつ、相互依存概念 を
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発展させることになった。このような脈絡から、この小論においても、Deutsch

の議論を要約 して、相互依存論の出発点に据えることにする。

Deutschの 議論を出発点に据えることは、開発戦略 としての相互依存 という

問題意識を明示するにも役に立つ。相互依存研究は、80年 代の レジーム理論、

そして90年 代の多国間主義の研究、更 には2000年 代のグローバ リゼーションの

研究へと発展する過程で、あたか も国際社会 自体が生みだす現象の如 く扱われ

ていくことになる。 しか しなが ら、相互依存 とは個々の国家や非国家主体の行

動を通 じて発展 ・維持(そ して時には制限)で きる政策的環境であ り、さらに

そのようにして成立する相互依存が、今度は一国の政策を規定する要因 となっ

て立ち現われてい く。60年 代末のDeutschの 議論 と、その後に続 く70年代の相

互依存理論では、その後の発展の中で失われていった論点、すなわち国際的な

相互依存 と国内的な開発政策または近代化政策 との関係が触れ られている。彼

らが分析 した相互依存 と開発 との関係 は、国家が国際社会 に与えうる影響を考

察する際に非常に璽要な視点を提供 していると思われ る。

Deutschは 、国境を越えた個人や非政府主体間のコミュニケーシ ョンや取引

を観察することで、国際社会における共同体の生成過程を分析 しようとした。6)

そして、国際社会の共同体は国家間のつなが り(interconnectedness)を 基盤

として形成されると考え、そのようなつなが りの程度を、国際貿易や投資等で

表わされる国境を越えた取引n?IS、海外観光客や留学生の数で表わされる国境を

越えた人の動き、さらに国際郵便や電報 ・電話の皿で表わされ る国境を超えた

通信量に注目して、国家間のつなが りの程度 とその変化を測定 しようと試みた。

物 ・人 ・情報が国内社会で取引 ・交流 ・交換された量 と、国境を超 えて取引 ・

交流 ・交換された量の比率を1880年 か ら1951年 まで時系列データで分析 して

Deutschは 、20世 紀の前半は、国境 を越えた取引 ・交流 ・交換の比率は、その

国内量 と比べるとき、相対的に減少してきてお り、 したがって国際社会におけ

る相互依存の程度 も減少 してきていると結論付けた。そして、そのような相互

依存の趨勢的な減少は、近代化の推進 により国内の経済的 ・社会的な統合が、

国際社会の統合 よりも急速に進んだからであると説明 した。

PeterJ.Katzensteinは 、1975年 に発表 した論文の1・1:1で、Deutschの 相互依

存の定義を採用 したうえで、その時系列データを1970年 代初期 まで延長 して観
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察することによ り、Deutschの 指摘 した国際社会 における相互依存の減少傾向

が、1960年 代には反転 した可能性があると主張 した。7)Katzensteinは 国際社会

における相互依存の発展段階を三つのステージに分け、そのような発展段階を

経 る理由 としてエ リー ト層 と一般大衆層 との間に存在する国際社会への意識の

ギャップに注目する。まず、19世 紀後半から1910年 頃までは、近代化が進むこ

とに対する認識 と利益を、大衆層 よりも早 く実感するエ リー ト層の間で、国境

を超えた相互依存状況が早 く進展する。 ところが、その後1950年 代半ばまでの

第二段階では、それぞれの国家の中で、大衆層が近代化の過程に参加 して くる

ため、国内的な経済 と情報通信 の発展のペースが国際的なそれを上回 り、相対

的に国際的な相互依存の度合いは低 くなる。同時期に起 こった民族 自決 と脱植

民地化の動きは、新興独立国の指導者 と民衆の間でナショナ リスティックな感

情 を高め、国際社会に関わるよりも、自国の政治的 ・経済的統合を第一の目標

とさせた。 このような自国優先主義の高 まりも、国際社会における相互依存の

相対的な低下へ とつながった。Katzensteinに よれば、先のDeutschの 研究は、

この段階までのデータに基づいて、近代化の進展 とともに相互依存は低下する

と結論付けている。 しか しながら、Katzensteinは 、1950年 代半ば以降の第三段

階においては、近代化の進展の結果、多 くの大衆層が国際社会に対する意識を

変革 し、国境を越えた経済的取引や人的交流に積極的に参加することになり、

国際社会における相互依存は相対的に深 まって行っていると主張する。

DeutschとKatzensteinの 研究は、相互依存の概念を明らかにし、さらにそ

の概念を測定可能なものへ と操作 しようとする試み として評価す ることができ

る。これは、1960年代に米国の社会科学全般を席巻 した行動主義革命(Behavioral

Revolution)の 影響であると考えられるが、DuetschとKatzensteinは 相互依

存概念の操作化(operationalization)を 急ぐあまり、相互依存概念 その もの

の厳密な定義を提供することな く議論が進め られている。そこでは、相互依存

は、国境を越 えた経済的取引量や人的交流の規模、情報 ・通信量に置 き換えら

れ、果たして相互依存の増減が国際社会にどのような変化をもた らし、国際社

会の変化は国家や非国家主体の行動にどのような変化をもたらすかとい う理論

構築の側面が疎かにされているという感が否めない。
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(2)敏 感性(sensitivity)と しての相互依存概念

上で述べたような相互依存概念の操作化 と測定を急 ぐDeutschとKatzenstein

らの傾向を批判 し、相互依存概念そのものを厳密に定義 しようとする試みとして、

EdwardL.Morseの 相互依存研究を取 り上げることができる。Deutschら の研

究では、異なる国家や社会の間の国境を超えたつなが り(interconnectedness)

が注目され測定されているが、そのような単なるつなが りの存在 には大 きな意

味はない とMorseは 訴える。そして、国際社会を分析する観点から重要なのは、

そのようなつなが りの存在の結果、それぞれの国家や社会がどの程度国際社会

の影響を受けるようになっているのか、その影響の受けやすさの度合い、すな

わち敏感性(sensitivity)こ そが重要であると主張する。elさらに、Deutschら

の構築 した時系列データは、国境を越 えた活動の絶対的 ・相対的な量のみを測

定 し、国際社会の質的な変化の側面を捉えていないと指摘する。9)Morseに よれ

ば、近代化を進める過程で各国が国内における政治的 ・経済統合の度合いが深

めると、同じ国際経済上の変化が外部か ら与えられたとして も、その変化は連

鎖的に国内経済に影響を広げることになる。すなわち、仮に同規模の貿易 と外

国投資を同じGNP量 のもとで維持 している国家があった とすると、その国家の

国際社会 との相互依存の度合いは、Deutschに よれば不変であるが、Morseは

近代化の進展 とともに深まることがあ りうると主張する。10)すなわち、Morse

によると、国際社会からの影響の受けやすさ=敏 感性(sensitivity)こ そが相

互依存を意味す るものであ り、そのような相互依存の度合いは、近代化 ととも

に国家的な経済統合 を進める国家の間で発展 し、特 に先進国間において急速な

深まりを見せる。

相互依存を国際社会か らの影響の受けやす さ=敏 感性 と定義 した場合、その

ような相互依存の深まりは、より協調的な国際社会をもたらすのか、それ とも

より紛争の頻発する国際社会 となるのか。 この点に関 し、Morseは 双方の可能

性を指摘するが、Morse自 身の予想 はやや悲観的である。経済的な相互依存の

高 まりは、関係各国に、それぞれ単独では達成 し得ない富 と福祉増進の機会を

与えることになる。 このような機会の存在は、さらなる相互依存の深ま りを求

める国家間で政策協調 を促進 しうる。

しか しながら、 このような政策協調の実現 に向けて二つの障害があることを
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Morseは 直 ちに指摘する。まず、相互依存の深まりの結果、多国籍企業な どの

非国家主体の影響が強まり、従来国家経済をコン トロール してきた政府の影響

力が相対的に弱 まることが予想される。そのような事態を政府が嫌って、経済

活動への介入を強める国家が現れた場合、他の関係国は当然そのような政策に

対 し報復的な行動にでて、その結果国家間の対立や紛争が惹起する可能性があ

る。さらに近代化の進展 と共 に、行政国家 ・福祉国家が現れるにつれて、従来

の国家の安全保障の維持 と増進に加えて、国民の富の拡大 と福祉の増進を、外

交政策 目標 に据える国家が増 えることで、相互依存の深 まりが国際社会の対立

を生む可能性はさらに高 まることになる。結局、相互依存の深ま りに伴 う国際

社会へのsensitivityが 増 した状態 とは、多 くの国家にとって、国民の富 と福祉

を不安定な国際社会 にさらす状態 として認識されることになる。

相互依存を客観的な量 として捉えたDeutschやKatzensteinの 議論に比べて、

Morseの 議論は、国家か ら見た相互依存の意味 という視点か ら相互依存の定義

を再構築す る。 すなわち、前2者 の相互依存概念が単な る国家間の繋が り

(interconnectedness)を 意味 したのに対 し、Morseの 定義はそのようなつな

が りの存在が それぞれの国家 に どの ような影響 を与 えるのか を、敏感性

(sensitivity)と い う概念を用いて分析を加えた。また、Morseの 議論では、多

国籍企業のような非国家主体が国家に対 して与えうる影響 も敏感性の概念でと

らえることができる。現実主義パラダイムが しばしば国家のみをパワーの所有

者 としてとらえ、非国家主体が国家に与える影響についてはパ ワーの概念を適

用するのが困難であったことに比 し、Morseの 提示 した相互依存論では、敏感

性 という概念 を媒介 して、国家アクターと非国家アクター間の相互作用 を一つ

の分析策組でとらえることが可能 になる。

Morseの 提示する相互依存論の大きな限界 は、その理論の適用範囲が経済的

な相互依存関係に限定されていることである。特に、Morseは 相互依存が国際

協調 を促進する条件 として、相互依存が富 と福祉増進の機会を各国に提供する

共有財(commongoods)の ように作用することを挙げているが、このような

作用は定義的に国際経済関係でのみ見 られ る現象である。すなわち、Morseの

相互依存論では、そもそも相互依存が国際社会の戦略的な環境 を変化させる作

用を分析対象 としていない。相互依存論の探求が、現実主義パ ラダイムの欠点
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や不足 を補 う試み としてなされてきたことを鑑みるとき、相互依存が外交間題

や安全保障問題を含む国際システム全体にどのような影響を与えるのか という

問いかけに答えないMorseの 議論は、相互依存論の役割を限定 しすぎているき

らいがある。

国際システムの政治的 ・戦略的側面を無視するMorseの 相互依存論の欠点を

補 うには、二つの方途が考えられる。一つは、相互依存の概念それ自体を拡大

し、軍衷的 ・戦略的行動を含めた国家の全般的行動に対 して相互依存が影響を

与 えることを明 らかにするアプローチである。このアプローチが、1980年 代以

降の相互依存研究で主流 となっていく。一方、相互依存をその一部 として含む

国際システムそのものに注目し、相互依存の拡大が、やがて国際社会の政治的・

戦略的システムにも影響を与え、国際システム全体 を変化 させる可能性 を示唆

する試みもなされてきた。 このような主張は、80年 代初頭になされたのち、あ

まり発展を して こなかったが、冷戦後の世界秩序の模索を経て、2001年9月11

日以降、テログループという非国家主体 による脅威 に世界全体がさらされてい

る状態が広 く認識 され るに至って、近年再び注 目を集めている。

(3)パ ワーの源としての相互依存:敏 感性(sensitivity)と 脆弱性(vulnerability)

1970年 代 は、米 ソ間のデタント(緊 張緩和)が 強調 され、国際関係研究にお

いても従来の現実主義パ ラダイムと異なる自由主義的な視点か らの理論提示が

模索された時代 となった。 しか しながら、続 く1980年 代は、米 ソ新冷戦のもと

で、再び現実主義パラダイムの有用性が主張 されるに至 り、自由主義的な研究

の系譜の中で進め られてきた相互依存研究 も、現実主義パラダイムへの傾斜 を

強める。 このような背景のもとで、国家にとっての意味という視点か ら相互依

存概念を捉えなお したMorseの 研究をさらに一歩進めて、国家のパ ワーの源 と

しての相互依存という視点を提示 したのが、JosephNyeとRobertKeohane

であった。NyeとKeohaneは 、相互依存状況にある国家間の関係を分析するに

あた っ て、Morseが 注 目 した敏 感性(sensitivity)に 加 えて 、脆 弱 性

(vulnerability)と いう側面があることを明 らか にする。すなわち、Nyeと

Keohaneに よれば、相互依存状況に変化が生 じた場合に、ある国家が被 る短期

的な影響は敏感性 という概念で捉えられ るが、その国家が被 る長期的な影響の
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評価には脆弱性 という概念が必要 となる。そして、敏感性 と脆弱性を、国家に

とっての意味 という視点から比較 した場合、脆弱性の概念がよ り戦略的な重要

性を有するとNyeとKeohaneは 主張する。n)

た とえば、仮に原油の調達 を同 じ程度に国際市場に依存 している二つの国家

があ り、一方の国の領土内には採掘可能な石油資源が埋蔵されているのに対 し、

もう一方の国家は石油資源を有 しないとして、 この時、 もし突然原油の国際市

場価格が3倍 に上昇 した とすれば、短期的には二つの国家 とも同程度の経済的

混乱を被 る。 しか し、採掘可能な石油を有する国は、長期的に石油の自給体制

を構築 して、国際市場の原油価格上昇に対応することができる。一方、そのよ

うな資源を有 しない国は、長期的にも国際市場価格の上昇が もたらす混乱を克

服するすべを持たない。すなわち、自前の石油資源を持たない国は、石油資源

を持つ国 と比べて、石油資源の国際的相互依存状況に対 しより脆弱な立場にあ

るということができる。

このように相互依存を、 そのもとにある国家に対する影響力の観点か ら、敏

感性 と脆弱性によって捉えると、相互依存状況はそれぞれの国家に とって一種

のパワーの源泉 とみることが可能になる。特に、効率性の観点か ら相互依存の

ネッ トワークに参加 しつつ も、相互依存に代わる政策的選択肢を増や して、 自

国の脆弱性を減少 させてお くことが、各国にとって望ましい戦略的目標 となる。

NyeとKeohaneは 、 このような相互依存関係が、様々な問題分野ごとに成立 し

てお り、それらの複数の相互依存関係が複雑に絡み合 って、国家間のパワーバ

ランスを規定 している状態を複合的相互依存 と呼ぶ。

NyeとKoehaneの 複合的相互依存論は、相互依存をパワーの源の一つ と見な

す点で、国際関係研究における現実主義パ ラダイムとの親和性がある。従来の

相互依存論が、現実主義パ ラダイムのアンチテーゼ として捉えられ発展 してき

たのに対 し、NyeとKeohaneの 相互依存論が示されて以降は、相互依存は必ず

しも現実主義パ ラダイムと矛盾 しない分析枠組み として、国際政治経済の研究

分野で広 く採用されるに至 った。特に、複合的相互依存の状態の中で成立する

制度的枠組み、すなわちレジーム(regime)に 注目する研究は、1980年 代から

およそ20年 以上にわたって国際政治経済研究の分野の主流を占めるようにな

る。12)さらに、その過程で、大量破壊兵器を所持 しながら対立する冷戦期の米ソ
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関係 までをも、ネガティブな意味での相互依存関係 と捉えて、相互依存論を安

全保障分野の研究にも適用 しようとい う試みもなされ るようになった。13)

しか しながら、そのような複合的相互依存研究の適用分野の拡大 は、相互依

存論がもともと有 していた目的論的性格、すなわち国家の紛争状態を常態と見

なす現実主義的パラダイムを克服 し、国際協調を促進する国際システムを指向

する理論を求めるという性格を希薄にさせていった。特に、米 ソ対立の緊張が

高まった1980年 代に、現実主義パラダイムの厳密な理論構築が、新現実主義(neo-

realism)の 名のもとで盛んになると、従来の自由主義的な相互依存研究の性格

を軽視 ・無視 ・否定する傾向が、相互依存の研究 自体の中にあ らわれるように

なった。 そのような傾向は、相互依存研究が、国際レジームの研究へと発展す

るにつ入れて特に顕著になっていった。

(4)世 界システムとしての相互依存

相互依存をパワーの源 と見なす相互依存研究が、徐々に現実主義パラダイム

との親和性を深めていったのに対 し、相互依存研究のもう一つの系譜は、相互

依存の もとで成立する国際システムに着 目し、そのようなシステムの拡大が、

従来の無政府性を前提 とした対立的国際システムを変化させゆ くことを主張す

る。このような研究方向の先鞭をつけたRichardRosecranceは 、相互依存の

進展 と関連があると主張されてきた国際貿易、投資、金融活動、更には国家間

の協力関係について19世 紀末か ら1970年 代初頭までの時系列データを収集 し、

戦間期の一時期を除き、19世 紀以来趨勢的に相互依存は深 まってきた と主張 し

た。 しか しながら、Rosecranceに よれば、そのような相互依存の継続的な深化

は、必ず しも諸国家間の協調的関係を自動的に保証 しない。その例証 として、

Rosecranceは 第一次大戦以前の相互依存の深化 と、第二次大戦後の相互依存の

深化の性格の違いを指摘する。すなわち、1914年 に至 るまでの国際的相互依存

の高 まりは、各国政府が国際的な経済取引に大きな関心を寄せていないがため

に起 こった現象であった。 ところが、1945年 以降の相互依存の深化は、国際的

な経済関係のt:要 性を認識 した諸国家の協調的な政策 により、意図的にもたら

されたものである。 したがって、Rosecranceに よれば、相互依存の深化が国際

的な協調関係をもたらすか否かは、相互依存関係にある国家間で国際的な経済
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危機が起 こったような場合に、それ らの危機に協調的に対処できるか どうか と

いう諸国家の能力によって決定され る。

Rosecranceは 当初、危機に協調的に対処する諸国家の能力に懐疑的で、相互

依存が国際協調 を促進するか否かは、双方に可能性があると論 じていた。14)しか

しながら、後にRosecranceは 、相互依存の深化 と国際協調の間に比例する関係

を見出すようになる。15)さらに、Rosecranceは 、相互依存の深化により経済的

な利益を得てきた国家は、従来の現実主義パラダイムの下にある国家 とは異な

る政策をとるようにな り、究極的に現実主義パラダイムそのものを変化 させ う

ると主張する。16)すなわち、現実主義パ ラダイムのもとでは国家は、自助のシス

テムの中で 自身の安全を確保するために、 自身の排他的なコントロールが及ぶ

範囲を拡大することをn標 として行動する。これをRosecranceは 軍禦的政治的

世界(theMilitary-Politica且Wor且d)と 呼んだ。 ところが、第二次世界大戦

以降の国際経済取引の自由化の中で、自国の排他的 コン トロールの拡大よりも、

むしろ自国が自由に活動できる開かれた空間が拡大されることに利益を見出す

国家が現れた。そのような国家の代表例 としてRosecranceは 日本を取 り上げ、

経済的発展を果た した日本は、従来の米国の ように自国の排他的コン トロール

の拡大を求めるのではなく、む しろ開かれた空間のさらなる拡大を追求す ると

述べる。その結果もたらされる開かれた空間を、Rosecranceは 、取引の世界(the

TradingWorld)と 呼び、そこには従来の軍事的政治的世界 とは異なるシステ

ムが成立すると主張する。二つの世界の違いを端的に述べれば、軍事的政治的

世界 における国家間関係 は、それぞれの国家の利益が互いに矛盾する対立関係

にあるのに対 し、取引世界における国家間関係は、開かれた空間の維持 と拡大

に共通の利益を有するパー トナーの関係にある。そして、Rosecranceは 、輸出

主導の開発戦略を採用 して、自由な経済取引ができる空間を広げるよう努めて

きた日本の例にならう国家が、特にアジア ・太平洋地域で次々に登場 し、さら

にこれらの諸国 ・地域が経済的成功 を収めていることから、やがて国際社会の

システムは、軍事的政治的世界か ら取引世界へと移 りゆ くことを予見する。

Rosecranceの 取引世界の議論は、相互依存の研究を、従来の現実主義パラダ

イムとは異なるパ ラダイムの追求 という方向へ戻そうとする試みであった。 し

か しなが ら、実際の相互依存研究は、NyeやKeohaneの 例 にみ られ るように、
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現実主義 との親和性を深める方向に発展 し、Rosecranceの ような異なるシステ

ムとしての相互依存 というアプローチが主流 になることはなかった。その理lih

の一つは、米国の国際研究において、現実主義パラダイムは支配的な位lsを 占

めてお り、そのパ ラダイムを捨て去る研究は、実際に採用されに くいという事

情があったと思われ る。また、Rosecranceの 議論自体、取引世界の特徴を明示

した ことには意義があるが、そこか ら取引世界 と従来の軍事的政治的世界はど

のような関係にあ り、 どのようなプロセスを経て取引世界が軍衷的政治的世界

にとって変わるのか というプロセスについては、十分に説得力ある議論を展開

していない。

しか しなが ら、Rosecranceの 相互依存論は、近年の日本人研究者による東ア

ジア共同体に関する分析に、少なからぬ影響を与えているように思われる。東

アジア共同体研究は、歴史的経緯 としては、冷戦期のアジア ・太平洋地域の相

互依存研究や レジーム形成の分析から発展 してきた分野 と言える。実際に、1990

年代にAPEC等 のアジア ・太平洋の地域的国際機構の発展に注 目した研究者の

多 くが、2000年 台に入って東アジア共同体研究を追求 している。 しか しなが ら、

アジア ・太平洋地域 とい う枠組み と東アジア という枠組みには、一つの重大な

違 いがあ り、この ことが両者を分析する際の理論的枠組みの違いをももたらし

ているように見える。すなわち、 もともと1980年 代の新冷戦の時期に構想され

たアジア ・太平洋地域の場合、その主役は疑いな く米国であ り、地域機構の展

開の分析においても、米国流の研究手法の影響が色濃 く見 られた。その結果、

アジア ・太平洋の地域的国際機構の研究においては、そのような地域的機構を

米国のパワーの源 と見なすアプローチが多 く見 られた。一方、東アジア共同体

構想は、1997年 のアジア金融危機を克服するためのASEANと 中1…1韓三国との国

際会議を契機 として注 目を集め、米国は必ず しもその枠組みのメンバー とは言

えない。その結果、東アジア共同体に関する研究は、2002年 に日本の小泉首相

(当時)が 東アジア共同体構築を日本の外交目標に据えたこととあいまって、日

本人研究者を中心に進められるようになった。そして、 この時、80年 代に日本

をモデルとして構築されたRosecranceの 取引世界の議論が、日本の研究者によ

る東 アジア共同体研究に大きな影響力を与えているように思われ る。例えば、

日本の対東アジア政策の提言において、田中明彦は世界 を、自由民主主義の価
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値 と自由市場の利益が共有 されている第一圏、国際社会 と価値や利益を共有す

るべ く国家建設を進める第二圏、国際社会の価値や利益を共有する意思 も能力

もない第三圏の三つに分けた上で、自国の周辺に第一圏を拡大することを日本

の戦略的目標 とすべきであると訴える。17)この田中の議論などは、取引世界の拡

大を訴えたRosecranceの 主張 と軌を一っにしているといえるだろ う。

結 語

相互依存の世界はリアリズムのイメージする世界 と比べ以下のような点で異

なる。まず、相互依存の世界においては、国家だけが国際政治上の排他的に璽

要なアクターではない。国際機構や多国籍企業、さらにはNGO団 体など、国境

を越えた活動や影響力を持つ全ての トランスナショナルなアクターに注 目する

ことになる。次に、相互依存の世界では、国内政治 と国際政治の境界があいま

いである。伝統的な現実主義パラダイムでは、国内アクターが直接外国に影響

を与えた り、 また外国内のアクターに直接影響 を及ぼした りすることは考慮 に

入れ られてなかったが、相互依存の状況の中では、 このような影響が重要になっ

た。最後に、相互依存状況では軍事力の重要性がかつてのように圧倒的ではな

くなった。軍事力の使用は大きなコス トを伴 うため、それ以外の様々な力を柔

軟 に使 うことが重要 となった。伝統的な軍事力の役割が低下 しつつあるのでは

な く、その役割 は残 りながら、むしろこれまで明確に認識されてこなかった様々

なパワーリソース(技 術力、リーダーシップ、創造 ・想像力、情報発信力などの

ソフ トパ ワー、さらにはそのようなパワーの担い手たる人材 を輩出するシステ

ムそのもの)の 重要性 に注 目が集るようになった。特にインターネッ トの時代

は、 このような状況を加速 している。

相互依存状況では、国家の安全が圧倒的に重要な目標ではなく、む しろ様々

な問題分野の関連の中で、総合的に国家の福祉の増大を目指すようになる。相

互依存の世界 とは、基本的な軍事的安全保障が確保 されていることを前提に成立

する世界でもある。そのため、相互依存世界の外交活動は、食 うか食われるか

といった剥 き出 しの権力闘争ではなく、む しろ軍事的な安全保障以外の分野が

重要な問題 となる。
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冷戦終了後、国際社会のパ ワーの分布が二極システムから米国のリーダーシッ

プの下での多極構造へ と変化する中で、日本の周辺地域でも、新たな地域的枠

組みが模索され始めた。その過程で、米国を中心とした相互依存関係が複合的

に璽なる中で発展 してきたアジア太平洋地域 とい う枠組みも見直 しが始まった。

この動 きは、必ず しも 「米国外 し」のような単純な動 きではない。む しろ、安

全保障分野においては、米国の地位 と役割を再定義 し、継続 した米国の関与を

冷戦後も維持 し、さらに強化 しようという動 きがみ られる。 しかし同時に、経

済関係においては、 より多極構造 を反映 した方向への変化が見 られ、 日本を始

めとするアジア太平洋地域諸国においても、東アジア という枠組みへのシフ ト

が始まっている。

今の ところ、 日本人学者による東アジア共同体研究は、具体的な政策課題に

対する提言をする性格のものが多 く、国際関係研究 における理論構築に寄与す

る形での事例研究 として東アジア共同体を取 り上げている例 は、あまり見 られ

ない。 しか しながら、東アジアにおける国際関係の現状をどのようにとらえ、

そしてそこに成立 している国際関係や国際機構が東アジア地域の内外のアクター

にどのような影響を与えていくのかを考察するとき、国際関係研究 において提

示されてきた諸理論は大 きな役割を果たす ことがで きる。この小論で紹介 した

相互依存の概念も、その一つの好例である。
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